様式第２号

事業者概要調書
	商号又は名称
	　

	所 在 地
	〒

	代表者職氏名
	　

	設立年月日
	　　　　年　　月　　日

	資 本 金
	　　　　　　　　　　　　円

	従業員数
	　　　　　　人　（うち本業務に関連する部門　　　　　人）

	事業内容
	　

	直近３か年の売上高
	令和５年度　　　　　　　　　　千円
令和６年度　　　　　　　　　　千円
令和７年度　　　　　　　　　　千円

	許認可・資格等
	　

	本業務の担当窓口
	所属　　　　　　　　　　役職　　　　　　　　　氏名

	連 絡 先
	電話　　　　　　　　　　電子メール



１　自ら又はグループ会社が経営する温浴施設の状況（評価基準の加点対象）
　貴社又はグループ会社（評価基準４⑺に規定するものをいう。以下同じ。）が現に経営している温浴施設について記載してください。グループ会社の施設を記載する場合は、「経営主体」欄に会社名及び貴社との関係（親会社、子会社又は親会社を同じくする会社の別）を記載してください。
	施設名
	所在地
（市町村まで）
	経営主体
（自社・グループ会社名）
	経営形態
（所有・賃借・指定管理等）
	経営開始
年月
	年間利用者数

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※　「年間利用者数」は、直近の決算年度における延べ利用者数（入館者数）を記載し、対象年度を併記してください。
※　行が不足する場合は適宜追加してください。
※　記載した施設を貴社又はグループ会社が経営していること、及びグループ会社にあっては貴社との資本関係を客観的に確認できる資料（会社案内、施設一覧、契約書又は協定書の写し、有価証券報告書、公表資料等）を添付してください。資料により確認できない実績は、原則として評価の対象としません。
※　グループ会社の施設を記載した場合は、当該施設の経営に対する貴社の関与及び本業務への活用の見通しを、別紙（任意様式。Ａ４判１枚以内）により添付してください。
